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太陽電池モジ L ール用端子ボックス (1)にお1 て、端子箱本体 (2)の中空内部 (2a)を画成する側壁 (2b,2c)に
は接続ケーブル (5)を挿通するための上側が開口した凹状の挿通部 (2d) を形成 し、挿通部 (2d)に隣接する内
側に隔壁 (9)を配設 し、接続ケーブル (5)を挿通するために隔壁 (9)に形成 した凹部の開口が下向きとなるよ
に挿通部 (2d)の内側に圧人することによって、中空内部 (2a)に充填する溶融樹脂の漏出防止を可能とす

るとともに、予め接続ケーブル (5)をかしめて固定する第 1 接続端子(4b) と、太陽電池モジ ールの出力取
出し線 (6a,6b)を半田付げするための第 2 接続端子(4a) とを端子箱本体 (2)に圧人することによって、ケーブ
ル線や太陽電池モジ ールの出力取出し線などの半田付げ作業やかしめ作業の現場での手間を省 こと
を可能とする。



明 細 苫

太陽電池モジユール用端子ボツクス

技術分野

０００1 本発明は、太陽光ェネルギーを電気ェネルギーに直接変換する太陽光発電シス

テムを構成する太陽電池モジュールを相互に直列若しくは並列に接続する際に使用

される太陽電池モジュール用端子ボックスとその使用方法に関するものである。

背景技術

０００2 従来、この種の太陽電池モジュール用端子ボックスは、例えば、実用新案登録第3

０69523 号公報に開示されたよぅな、箱形のボックス本体内に、太陽電池モジュール

のブラス電極及びマイナス電極が接続されている対の端子板を配設し、その両端子

板間に逆流防止用バイパスダイオードを設けると共に両端子板にはそれぞれ外部接

続用ケーブルを接続した太陽電池モジュール用端子ボックスであって、前記バイパ

スダイオードはそのリード線が端子の立壁に嵌合してその長さ方向に前記端子板に

また、特開2 ０００ 号公報に開示されたょぅな、開口部を有する端子箱体

内に、太陽電池モジュールの出力取出し線が接続される端子を配設し、前記端子箱

体の側壁に配線ケーブルを接続する接続端子としての接続ピンを有する太陽電池

モジュールにおいて、前記出力取出し線が接続される端子と前記接続ケーブルが接

続される接続ピンを一体に形成したものが知られている (特許文献2 参照 ) 。

特許文献 1 : 実用新案登録第3 ０69523 号公報

特許文献2 :特開2 ０００ 号公報

発明の開示

発明が解決しようとする課題

０００3 しかし、従来の太陽電池モジュール用端子ボックスにおいては、例えば、ダイオード

及び接続端子、出力取出し線等の溶接箇所が多く、しかも端子ボックス内で溶接作

業を行ぅので手間がかかるとともに、溶接作業中に半田鍍で合成樹脂製の端子箱内

部を溶かして傷っけるおそれがある。また、端子箱内部に絶縁性樹脂を充填して防



水構造及び防塵構造にする必要があるが、その絶縁性樹脂の充填時に、接続ケー

ブルの挿通孔から外に絶縁性樹脂が洞れ出すおそれがある。本発明に係る太陽電

池モジュール用端子ボックスは、このよぅな課題を解決するために提案されたもので

ある。

課題を解決するための手段

０００4 本発明に係る太陽電池モジュール用端子ボックスは、中空内部と底部とその中空

内部に速通するよぅに該底部に形成された開口部とを有する絶縁性端子箱本体と

該中空内部を画成する側壁と 該中空内部に設けられるとともに該底部に圧入され

固定された第 接続端子および第2接続端子ど接続ケーブルを接続し固定するた

めの該第 接続端子ど前記開口部から該中空内部に引き込まれる太陽電池モジュ
ールの出力取出し線を接続し固定するための該第2接続端子と 該接続ケーブルを

該中空内部から外部に導出するために該接続ケーブルが通るよぅに側壁に形成され

た挿通部と 絶縁性溶融樹脂が充填され固ィヒされるための該中空内部と から成って

いる。前記挿通部は、該接続ケーブルの側部から該接続ケーブルを嵌合できるよぅ

に、該側壁の上側が開口した凹状に形成されており、前記第 接続端子には、該接

続ケーブルをかしめて固定するためのかしめ部が形成されている。前記側壁の内側

であって該挿通部に隣接する位置に、合成樹脂製の隔壁が配設されるが、該隔壁に

は、該接続ケーブルを挿通するための概略 字形の凹部が形成されている。また、

前記側壁の内側であって挿通部に隣接する位置には、該隔壁を圧入するための圧

入部が形成されており、前記隔壁は、該概略 字形の凹部の開口が下向きとなるよぅ

に該圧入部に圧入される。さらに、前記絶縁性溶融樹脂が前記中空内部へ充填され

る時に洞出しないよぅに、前記概略 字形の凹部は、該隔壁が該圧入部に圧入され

た時には該接続ケーブルの外径より 体い内径を有するものである。

０００5 また、隔壁に形成された概略 字形の凹部の内径が、その隔壁が該圧入部に圧入

された時に、接続ケーブルの外径より 体い内径となるためには、予め、接続ケーブ

ルの外径より 体い内径を有する概略 字形の凹部が形成されていてもよい。あるい

はまた、隔壁には前記接続ケーブルの外径より大きい内径を有する概略 字形の凹

部を形成するとともに、同隔壁の外側には突出部を形成しておき、その隔壁を該圧



入部に圧入する際に、核突出部か核圧入部により内方に押圧されることによって、核

概略 字形の凹部の内径か縮 、されて、前記接続ケーフルの外径より 体い内径と

０００6 本発明に係る太陽電池モシュール用端子ホソクスの使用方怯は、中空内部を有す

る絶縁性端子箱本体の底部に、核中空内部に速通する開口部を形成し、前記中空

内部を画成する側壁を形成し、接続ケーフルを外部に導出するための挿通部を前

記側壁に形成し、第 接続端子と、核第 接続端子に接続される接続ケーフルと、第

2接続端子と、前記第2接続端子に前記開口部から内部に引き込まれて接続される

太陽電池モシュールの出力取出し線とを、前記中空内部にそれそれ固定して配段し

、その後、前記中空内部に絶縁性溶融樹脂を充填して固ィヒさせ、前記端子箱本体を

蓋部材て閉蓋することからなる太陽電池モシュール用端子ホソクスの使用方怯てあ

るか、前記挿通部は接続ケーフルをその側部から嵌合てきるよぅに上側か開口した

凹状に形成され、前記第 接続端子に形成したかしめ部に前記接続ケーフルをかし

めて接続することによって前記第 接続端子と前記接続ケーフルとか細み立てられ、

前記接続ケーフルは隔壁の核凹部に挿通されて取り付けられる。前記第2接続端子

およひ前記接続ケーフルを接続した第 接続端子は、前記中空内部の核底部に圧

入されて固定される。接続ケーフルは、前記凹状に形成された挿通部に嵌合して外

部に導出されると同時に、絶縁性溶融樹脂か前記中空内部から充填時に侃出しな

いよぅに、前記接続ケーフルか取り付けられた隔壁は、前記側壁の内側てあって核

挿通部に隣接する位置に形成された核圧入部に、核凹部の開口か下向きとなるよぅ

に圧入される。

発明の効果

０００7 本発明の太陽電池モシュール用端子ホソクスとその使用方怯とによれは、第 接続

端子と接続ケーフルとを予めかしめ部にかしめて圧着しザフアセンフリを形成するこ

とて、端子ホソクスの使用時における細み立て作業か容易となる。また、このために、

挿通部を 字形の凹状に形成することによって、接続ケーフルを上方から装着するこ

とを可能としている。これにより、端子箱本体の中空内における半田付け作業箇所か

削減されて、溶接による作業ミスを削減することかてきる。



０００8 また、前記隔壁を用いることによって、前記中空内部を画成する側壁に形成された

挿通部と接続ケーブルとの隙間から、絶縁性溶融樹脂が外に洞れ出すことを防止で

きる。この隔壁に形成した概略 字形の凹部の内径は、接続ケーブルの外径よりも小

さく設定されているか、若しくは接続ケーブルの外径よりも小径に成るようにこの凹部

の外側に圧入部の側壁に押されて縮径させる突出部が形成されていることで、接続

ケーブルと前記隔壁の凹部との隙間が無くなり、絶縁性溶融樹脂の洞出を防止する

ものである。

図面の簡単な説明

０００9 図 A 本発明に係る太陽電池モジュール用端子ボックスの使用状態において、蓋部

材を外した状態の端子ボツクスの平面図である。

図 B 本発明に係る太陽電池モジュール用端子ボックスの使用状態において、蓋部

材を有した状態の端子ボツクスの平面図である。

図 c 本発明に係る太陽電池モジュール用端子ボックスの使用状態において、蓋部

材を有した状態の端子ボツクスの側面図である。

図2 図 における 線に沿った断面図である。

図3A 出力取出し線用の第2接続端子の平面図である。

図3B 出力取出し線用の第2接続端子の側面図である。

図4A 接続ケーブル用の第 接続端子の正面図である。

図4B 接続ケーブル用の第 接続端子の平面図である。

図4c 接続ケーブル用の第 接続端子の側面図である。

図5A 太陽電池モジュール用端子ボックスにおける隔壁の正面図である。

図5B 太陽電池モジュール用端子ボックスにおける隔壁の側面図である。

図5c 太陽電池モジュール用端子ボックスにおける隔壁の背面図である。

図5D 図5 におけるX 線に沿った隔壁の断面図である。

図5E 図5 における 線に沿った隔壁の断面図である。

図6A 隔壁に接続ケーブルの外径より小さい内径の凹部を形成した場合の、接続ケ

ーブルと隔壁との嵌合状態を説明するための模式図である。

図6B 隔壁に接続ケーブルの外径より大きい内径の凹部を形成し、外側に突出部を



形成した場合の、接続ケーブルと隔壁との嵌合状態を説明するための模式図である

図7 接続バ一もしくはバイパスダイオードの接続位置が破線で示された、第 接続端

子に接続され固定された接続ケーブルの平面図である。

図8 ダイオード素子からリード線の余剰部分が切断されて接続バ一が形成されるとと

もに、その余剰部分を切除することによって本発明に用いるバイパスダイオードが形

成されることを説明するためのダイオード素子の正面図である。

図9A 第2接続端子が圧入された状態の端子箱本体を示す平面図である。

図9B 太陽電池モジュールの裏面の第2接続端子が圧入された状態の端子箱本体

を示す中央断面図である。

符号の説・明

1 太陽電池モジュール用端子ボックス

2 端子箱本体

2a 中空内部

2b c 側壁

2d 挿通部

2。圧入部

3 底部

3a 開口部

4a 第2接続端子

4b 第 接続端子

4c 接続バー

4d バイパスダイオード

4e かしめ部

4 半田付け用端子部

49 圧人突起

5 接続ケーブル

6a b 出力取出し線



7 絶縁性溶融樹脂

8 予備半田

9 隔壁

ga 凹部

gb 突出部

gc 圧人代

抜け止め突起

1０ 蓋部材

11 太陽電池モジュール

発明を実施するための最良の形態

００11 本発明に係る太陽電池モジュール用端子ボックス 1は、図 に示すよぅに、絶縁性

の合成樹脂で一体に形成された端子箱本体 2の底部3に、中空内部2aと速通する開

口部3aが形成されている。

００12 中空内部2aを画成する側壁2b cには、接続ケーブル5を外部に導出するための挿

通部 が形成されている。第 接続端子4bと、第 接続端子4bに接続された接続ケ

ーブル5と、第2接続端子4aと、図g に示すよぅに前記開口部3aから内部に引き込ま

れて第2接続端子4aに接続された太陽電池モジュールの出力取出し線6a bとが、そ

れぞれ、中空内部2a内に配設され、底部3に固定される。それらが固定された状態で

、図2に示すよぅに、端子ボックス 1の中空内部2aにポッテイング樹脂としての絶縁性

溶融樹脂 7が充填され固ィヒされる。

００13 端子箱本体2の側壁2b 2cにおいて、挿通部 が、接続ケーブル5の側部を上から

挿入して嵌合できるよぅに側壁の上側が開口した凹状に形成されているので、挿通

孔にケーブルを端部から軸方向に差し込む従来の作業に比べて嵌合作業が容易と

なる。また、前記第 接続端子4bには、予め接続ケーブル5の一端部をかしめて固定

するためのかしめ部4eが形成される。

００14 なお、図 に示すよぅに、端子ボックス 1には2つの第 接続端子4b 4bが配設され

ている。各第 接続端子4bには、図 ならびに図4 、図4 および図4Cに示すよぅ

に両端の2箇所にかしめ部4e 4eが形成されている。図 に示す実施例では、両端



の2箇所にかしめ部4e 4eの内の一方だけに接続ケーブル5がかしめられて接続され

ているが、仕様に応じて、各第 接続端子4bの双方のかしめ部4e 4eのそれぞれに接

続ケーブル5，5がかしめられて接続されてもよい。

００15 図3 に示すよぅに、第2接続端子4aには、前記出力取出し線6aまたは6bを半田付

けする位置に予備半田8が配設される。また、図3 および図3 に示すよぅに、端子

箱本体 2の底部3に圧入するための圧人突起49 49が第2接続端子4aの2箇所に形成

されている。また、第2接続端子4aには、図8に示すよぅなダイオード素子からリード線

の余剰部分を切断したものである接続バー4cやダイオード素子からリード線の余剰

部分を切除した後のバイパスダイオード4 の一端部を半田付けするための半田付け

用端子部4助 形成されている。更に、前記接続ケーブル用の第 接続端子4bには、

前記かしめ部4e 4eの他に、第 接続端子4bを端子ボックス 1の底部3に圧入するため

の圧人突起49 49と、前記接続バー4cやバイパスダイオード4dの他端部を半田付け

するための半田付け用端子部4 とが形成されている。

００16 端子箱本体 2における挿通部2dの内側には、合成樹脂板からなる隔壁を圧入する

ための圧入部2eが形成されている。この圧入部2eには、図5 ～図5Cおよび図6 あ

るいは図6 に示すよぅな、挿通用凹部gaを有する隔壁9が圧入される。ここで、中空

内部2aからの絶縁性溶融樹脂 7の洞出を防止するために、挿通用凹部gaは、圧入部

2eに圧入された状態において、接続ケーブル5の外径よりも 、さい内径を有している

００17 圧入部2eに圧入された状態において隔壁9の凹部9aが接続ケーブル5の外径より

小さい内径を有するためには、図6 に示すよぅに、接続ケーブル5の外径よりも 、さ

い内径を有する凹部gaを形成することによって達成できることに加えて、図6 に示す

よぅに、接続ケーブル5の外径よりも大きい内径を有する凹部gaを形成するとともに、

隔壁9の外側部に突出部gbを形成することによっても達成することができる。即ち、接

続ケーブル5を嵌合した隔壁9が圧入部2eに圧入された時に、突出部gbが内側に押

圧されて、凹部gaの内径が縮 、されるために達成されるものである。なお、凹部gaは

、接続ケーブル5の配線の都合により、 箇所に設ける場合と、2箇所に設ける場合と

がある。また、隔壁9を圧入部2eに圧人した際に、相互間に遊びの無い密着状態とす



るための図5 に示されるよぅな圧入 gcと、圧入後に隔壁9を係止するための図5

に示されるよぅな抜け止め突起 とが、隔壁9に形成されている。

００18 上記のよぅに構成されている本発明の太陽電池モジュール用端子ボックス 1につい

て、その使用における細み立ての様子を説明する。まず、図7に示すよぅに、接続ケ

ーブル5の端部の心線を引き出して、第 接続端子4bのかしめ部4eにて心線をかしめ

て接続すると共に、外側の樹脂製被覆をかしめて固定する。また、図8に示すよぅな、

ダイオード素子からリード線の余剰部分を切断したものである接続バー4cの一端部

か、若しくは、上記ダイオード素子からリード線の余剰部分を切除した後のバイパスダ

イオード4dの一端部を第 接続端子4bの半田付け用端子部4 に半田付けしておく。

００19 また、前記接続ケーブル5の所定の位置に、合成樹脂板からなる隔壁9の凹部9aを

嵌合させることによって、隔壁9を取り付ける。このよぅに、端子箱本体 2とは別にして、

接続ケーブル5と第 接続端子4bと隔壁9とからなるザブアセンブリを形成する。

００2０ 一方、端子箱本体 2においては、一対の第2接続端子4a 4aを、図g に示すよぅに、

互いに対称的となるよぅに中空内部2a側から底部3に配置して圧人して固定する。次

に、中空内部2a側から底部3に前記接続ケーブル5を取り付けた第 接続端子4bを圧

入することによって、第 接続端子4bと接続ケーブル5と隔壁9とからなる2組のザブア

センブリの端部を端子箱本体 2に固定するとともに、接続ケーブル5を側壁2の挿通部

に上方から嵌合させて外部に導出させると同時に、隔壁9を前記挿通部2dの内側

に形成された圧入部2eに、隔壁9の凹部gaの開口が下向きとなるよぅに圧入する。図

に示すよぅに、2組のザブアセンブリを互いに対称形となるよぅに配置する。この隔

壁9により、接続ケーブル5と側壁2b cの 字形の挿通部2dとの隙間を塞ぎ、絶縁性

溶融樹脂 7の洞出防止を可能とする。

００2 1 前記ザブアセンブリにおける接続バー4cとバイパスダイオード4dとの他端部を、そ

れぞれ、出力取出し線用の第2接続端子4a 4aの半田付け用端子部4 4 に半田付け

する。

００22 そして、このザブアセンブリ等を取り付けた端子箱本体 2を図9 に示すよぅに、太陽

電池モジュール1 の裏面に載置して、開口部3aから内側に出力取出し線6a 6bを引

き込んだ後に、このザブアセンブリ等を取り付けた端子箱本体 2を太陽電池モジュー



ルに接着剤を用いて固定する。その後、前記出力取出し線6a 6bを、出力取出し線用

の第2接続端子4a 4aに予め配設した予備半田8で、第2接続端子4a 4aに半田付け

する。

００23 こうして、太陽電池モジュール用端子ボックス 1においては、出力取出し線6a 6bの

それぞれの端部の2箇所と、前記接続バー4cの端部の2箇所とダイオード4 の端部

の2箇所との合計6箇所の半田付けが行われる。

００24 その後、中空内部2aに、図2に示すように、絶縁性溶融樹脂 7が充填されて固ィヒさ

れ、更に、端子箱本体 2が蓋部材 1０で閉蓋されて、太陽電池モジュール用端子ボッ

クス 1の使用状態の細み立てが完了する。

産業上の禾 用可能，生

００25 本発明の端子ボックスは、太陽光エネルギーを電気工ネルギーに直接変換する太

陽光発電システムにおいて、太陽電池モジュールを相互に直列若しくは並列に接続

するために使用することができるものである。



請求の範囲

中空内部と該中空内部を画成する側壁と底部と該中空内部に速通するよぅに該底

部に形成された開口部とを有する絶縁性端子箱本体と

該中空内部に配置されるとともに該底部に圧入され固定された第 接続端子およ

び第2接続端子と

接続ケーブルを接続し固定するための該第 接続端子と

前記開口部から該中空内部に引き込まれる太陽電池モジュールの出力取出し線を

接続し固定するための該第2接続端子と

該接続ケーブルを該中空内部から外部に導出するために、該接続ケーブルが通る

よぅに該側壁に形成された挿通部とから成り、

該中空内部に絶縁性溶融樹脂が充填され固ィヒされてなる太陽電池モジュール用

端子ボックスにおいて、

前記挿通部は、該接続ケーブルの側部から該接続ケーブルを嵌合できるよぅに、

該側壁の上側が開口した凹状に形成され、

前記第 接続端子には、該接続ケーブルをかしめて固定するためのかしめ部が形

成され、

前記側壁の内側であって該挿通部に隣接する位置に、合成樹脂製の隔壁が配設

され、

該隔壁には、該接続ケーブルを挿通するための概略 字形の凹部が形成され、

前記側壁の内側であって該挿通部に隣接する位置に、該隔壁を圧入するための

圧入部が形成され、

前記隔壁は、該概略 字形の凹部の開口が下向きとなるよぅに該圧入部に圧入さ

れ、

前記絶縁性溶融樹脂が前記中空内部へ充填される時に洞出しないよぅに、前記概

略 字形の凹部は、該隔壁が該圧入部に圧入された時に該接続ケーブルの外径よ

り 体い内径を有すること、

を特徴とする太陽電池モジュール用端子ボックス。

2 該隔壁には前記接続ケーブルの外径より 体い内径を有する前記概略 字形の凹



部が形成されていること、

を特徴とする請求項 に記載の太陽電池モジュール用端子ボックス。

3 該隔壁には前記接続ケーブルの外径より大きい内径を有する前記概略 字形の凹

部が形成されるとともに、該隔壁の外側には突出部が形成されており、それによって

、該隔壁を該圧入部に圧人する際に該突出部が該圧入部により内方に押圧されるこ

とによって、該概略 字形の凹部の内径が縮 、されて、前記接続ケーブルの外径よ

りⅡ椿い内径となること、

を特徴とする請求項 に記載の太陽電池モジュール用端子ボックス。

4 中空内部を有する絶縁性端子箱本体の底部に該中空内部に速通する開口部を形

成し、前記中空内部を画成する側壁を形成し、前記側壁に接続ケーブルを外部に導

出するための挿通部を形成し、第 接続端子と、該第 接続端子に接続される接続ケ

ーブルと、第2接続端子と、前記開口部から内部に引き込まれて該第2接続端子に

接続される太陽電池モジュールの出力取出し線とを、前記中空内部にそれぞれ固定

して配設し、

その後、前記中空内部に絶縁性溶融樹脂を充填して固ィヒさせ、

前記端子箱本体を蓋部材で閉蓋して成る端子ボックスの使用方法において、

前記第 接続端子に形成したかしめ部に前記接続ケーブルの端部をかしめて接続

することによって該接続ケーブルを該第 接続端子と細み立て、

前記接続ケーブルの側部が、隔壁に形成した概略 字形の凹部に嵌合するよぅに

、該接続ケーブルに該隔壁を取り付け、

前記挿通部が上側が開口した凹状に形成されており、該接続ケーブルの側部を該

挿通部の開口から嵌合することによって該挿通部に挿通し、

前記接続ケーブルを接続した第 接続端子を前記中空内部側から該底部に圧人

して固定するとともに、

当該接続ケーブルを前記凹状に形成された挿通部に嵌合させて外部に導出させる

と同時に、絶縁性溶融樹脂が充填時に前記中空内部から漏出しないよぅに、前記接

続ケーブルが取り付けられた隔壁を、前記側壁の内側であって該挿通部に隣接する

位置に形成された該圧入部に、該凹部の開口が下向きとなるよぅに圧入すること、



を特徴とする太陽電池モジュール用端子ボックスの使用方法。

5 該隔壁の凹部は、前記接続ケーブルの外径より 体い内径を有する概略 字形状

に形成されていること、

を特徴とする請求項4に記載の太陽電池モジュール用端子ボックスの使用方法。

6 該隔壁の凹部は、前記接続ケーブルの外径より大きい内径を有する概略 字形状

に形成されているとともに、該隔壁の外側には突出部が形成されていることと、該隔

壁を該圧入部に圧入する際に該突出部が該圧入部により内方に押圧されることによ

って、該概略 字形の凹部の内径が縮 、されて、前記接続ケーブルの外径より 、さ

い内径となること、

を特徴とする請求項4に記載の太陽電池モジュール用端子ボックスの使用方法。
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